
本日の勉強会の内容

○事務局挨拶（５分）

〇事務局からの情報提供（10分） →資料P2～

今後の進め方、課題分析等に関する自治体の取組状況、各種交付金について

○厚生労働省からの情報提供（10分） →資料P13～

都道府県労働局との連携事例、改正女性活躍推進法について

○小安美和氏による講義（30分） →資料P18～

○自治体間の意見交換（30分） →資料P33～

５グループに分かれて議論

○総括（５分）
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令和７年度下半期の進め方

〇自治体のフォローアップ調査結果のフィードバック

○各種交付金に関する情報等の共有

〇追加の取組参加自治体（令和８年度）の公募

○ガイドブックの改訂 等

【秋頃以降】令和８年度の取組に向けた支援

〇具体的な手法や課題等について、自治体間での事例共有・意見交換を実施

○ガイドブックの概要版の作成

【９月～】自治体勉強会・各論編の開催 等

【９～１０月頃】各自治体の取組状況のフォローアップ

○６８自治体を対象としたフォローアップ調査の実施

（〇必要に応じ、事務局による個別自治体ヒアリングも検討）

※上記のほか、状況に応じて、ブロック会議を開催する可能性がある。
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取組参加自治体向け勉強会の進め方

第一段階
(５～６月)

～本取組の必要性、先行自治体の取組例など、全体的な理解を深める～
・有識者による講演（山本蓮氏、小安美和氏、古屋星斗氏）
・先行自治体（豊岡市、気仙沼市、南砺市）による取組の紹介

各自治体における取組の実施/継続 →事例の蓄積、実施上の課題の顕在化

第二段階
(９月～)

～個別具体的な事例や課題を共有し、より良い方策を探る～
・翌年度の取組も見据え、取組サイクルのステージごとに、具体的な手法や課題等を共有。
（例：地域課題の可視化の具体的方策、地域の関係者・企業を巻き込む工夫 等）

・自治体間の意見交換による「面」としてのネットワークづくりの促進。

※上記目的に照らし、勉強会の後半は小グループに分けた意見交換を行うなど、運営方法を工夫。
※随時、取組参加自治体の御意見を踏まえ、運用の改善を行う予定。

＜基本的な取組のサイクル＞

①課題分析・体制構築 ②取組の検討 ③取組の実施 ④検証・改善

（例）
・庁内等の体制構築
・市民の意識（や意識差）の

把握
（調査、セミナー等）

・統計データの分析
・具体的な目標の設定
・関係する戦略への記載 等

（例）
・①を踏まえた具体策の

検討
・地域の若者・女性を含

む当事者の参画を得た
検討 等

（例）
・ワークショップ等による

企業の気づき、行動変容
・労働局と連携した企業支

援
・情報発信 等

（例）
・具体的な目標の達成状況

の検証
・統計データの分析
・調査 等
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・先行自治体（豊岡市、気仙沼市、南砺市）による取組の紹介

各自治体における取組の実施/継続 →事例の蓄積、実施上の課題の顕在化

第二段階
(９月～)

～個別具体的な事例や課題を共有し、より良い方策を探る～
・翌年度の取組も見据え、取組サイクルのステージごとに、具体的な手法や課題等を共有。
（例：地域課題の可視化の具体的方策、地域の関係者・企業を巻き込む工夫 等）

・自治体間の意見交換による「面」としてのネットワークづくりの促進。

※上記目的に照らし、勉強会の後半は小グループに分けた意見交換を行うなど、運営方法を工夫。
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課題分析等の取組状況（６月の取組参加自治体アンケート集計結果と自治体の工夫例）

○ 75％の自治体が、若者や女性からの意見聴取を「行っている」又は「行う予定がある」と回答。

○ 意見を聴く対象者としては、「地域にいる若者や女性」が75％と最も多い。自治体によっては、既転出者
やUターン・Iターン者も対象としている。

○ なお、転出者調査により転出理由等を問う取組を行う自治体もある。

※第１回ブロック会議資料をもとに作成

＜工夫例＞

 市が主導して転出者調査を行い、転出理由や雇用に何を求めるかを明確化し、企業に提示することで企業からの課題吸い上げに向けて地域企業
の関心・賛同を得ていく予定。
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○ 約４割の自治体が、令和７年度中に「調査・アンケート等を通じた実態・課題の可視化」を行うと回答して
いる。

※第１回ブロック会議資料及びガイドブックをもとに作成

課題分析等の取組状況（６月の取組参加自治体アンケート集計結果と自治体の工夫例）

＜工夫例＞
 先行自治体である豊岡市や気仙沼市では、意識調査を実施。
 福岡市では、市内事業所を対象とした労働実態調査を実施。男女間賃金格差の「要因」を可視化することを目的とした先進的な調査及び分析。
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○ 各取組を進めるに当たっての課題は様々であるが、現状把握や庁内外での協力体制構築といった、具体的な
取組実施の前提となる部分を課題と認識している自治体が一定数存在する。

○ 一部自治体においては、庁内の体制見直し、県・市の連携、当事者の参画を得たワークショップの開催によ
る企業の気づきの促進などの工夫が行われている。また、都道府県労働局（＊）、商工会等の地域の関係者と
の連携がみられる自治体もある。

※第１回ブロック会議資料をもとに作成

課題分析等の取組状況（６月の取組参加自治体アンケート集計結果と自治体の工夫例）

＊都道府県労働局との連携例は、資料P13を参照。

＜工夫例＞
 同様の取組を実施している県との連携について検討する。
 県がモデル事業の形で市町村において取組を展開、 その後は自走して進めてもらっている。また、各市町村単位でワークショップ等が開催できるよ

う、今年度、講師となる人材を育成するための講習会を開催予定。

 男女共同参画に関する業務を地方創生担当部署である企画課に移管。市の総合戦略・地方創生を担当する企画課が司令塔となることで庁内協力体制
を構築。

 人口減少等の幅広なテーマを切り口として、部局横断的なチームを構成し、施策推進の担当とする。
 市内企業で働く20代～30代の女性従業員を対象にアンコンシャス・バイアス等をテーマとしたグループディスカッションを行った後、女性従業員の

上司を対象に同様のテーマでグループディスカッションを行い、現状やジェンダーギャップに係る気づきを得てもらう。 7



（参考）課題分析等に係るツール集

1

産業構造や人口動態、人の流れなどのデータを集約し、可視化するシステム。男女
別・年齢階級別の人口転出／転入の状況や年齢階級別純移動数の時系列分析を表示す
ることが可能。

説得力を持って実効的な取組を進めていくためには、職場を含む地域の課題について
できる限り定量的に把握することが重要であるため、当該ツールを基に既存データの
分析を行うことが考えられる。

8

＜RESASを用いた転入元／転出先にかかる分析の例＞

説得力をもって実効的な取組を進めるために、地域の課題についてできる限り定量的に（データで）把握することが必要。

地域経済分析システム（ RESAS ） – 経済産業省・内閣府

例：人口構成分析、自然増減分析、新卒者就職・進学分析、人口増減分析、社会
増減分析、将来人口推計分析などが可能。

２ 住民や自治体内の事業所に勤務する労働者へのアンケート

福岡市内事業所における労働実態調査

※男女間賃金格差の「要因」を可視化することを目的とした先進的な調査及び分析

気仙沼市オープンデータライブラリ - 気仙沼市役所
※00015-気仙沼市市民の暮らしやすさ(Well-being)に関するアンケート
（事業所用）内の 女性活躍に関する設問を参照。

＜事業所内＞

＜住民＞

「豊岡市ジェンダーギャップ解消戦略（仮）」策定に向けた提言

気仙沼市オープンデータライブラリ - 気仙沼市役所

※00012-気仙沼市市民の暮らしやすさ(Well-being)に関するアンケート（一般用）
及び 00014-気仙沼市市民の暮らしやすさ(Well-being)に関するアンケート（高校
2 年生用） 内のジェンダーギャップに関する設問を参照

＜RESASを用いた純移動数にかかる分析の例＞

出典： 「RESAS（地域経済分析システム）－社会増減分析」

https://resas.go.jp/
https://www.city.fukuoka.lg.jp/shimin/woman_stp/fukuokasinaijigyousyo-roudoujittai-chousa.html
https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s021/010/020/130/20200218174617.html#questionaire_survey
https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s021/010/020/130/20200218174617.html#questionaire_survey
https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s021/010/020/130/20200218174617.html#questionaire_survey
https://www.genderactionplatform.org/_files/ugd/286794_b11b638af6be4f5e8540164809007a1c.pdf
https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s021/010/020/130/20200218174617.html#questionaire_survey
https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s021/010/020/130/20200218174617.html#questionaire_survey
https://www.kesennuma.miyagi.jp/sec/s021/010/020/130/20200218174617.html#questionaire_survey
https://resas.go.jp/population-society/?pref=04&city=04205&tab=1&year=2023&level=city&data=0&cityType=1&category=0&gender=0&age=0&lat=35.69299463209881&lng=139.70214843750003&zoom=6


（参考）本取組において主に活用可能な交付金・補助金一覧【申請主体：自治体】

趣旨 概要 今後のスケジュール

新しい地方経済・生活環境
創生交付金（現行：第２世
代交付金 ※デジタル実装型等
の別メニューもあり）
【内閣官房新しい地方経済・生
活環境創生本部事務局、内閣府
地方創生推進事務局・地方創生
推進室】

地方公共団体の自主性と創意工夫に
基づく、地域の多様な主体の参画を
通じた地方創生に資する地域の独自
の取組を、計画から実施まで強力に
後押し。

① 地方公共団体の自主性と創意工夫に基づいた、地
方創生に資する地域の独自の取組を支援
② ソフト＋ハードや分野間連携の事業を一体的に支
援するとともに、国による伴走支援を強化
③ 事業の検討・実施・検証の各段階において、地域
の多様な主体が参画する仕組みの構築

未定
【参考：直近の募集スケジュール】
令和６年度補正予算分及び令和７年
度当初予算分（第１回）
募集期間：1月17日～2月6日
令和６年度補正予算分及び令和７年
度当初予算分（第２回）
募集期間：5月13日～6月20日

地域女性活躍推進交付金
【内閣府男女共同参画局】

地方公共団体が、地域の実情に応じ
て行う女性の活躍推進に資する取組
を支援することにより、地域におけ
る関係団体の連携を促進し、地域に
おける女性の活躍を迅速かつ重点的
に推進する。

以下のような取組を対象に交付。
①女性防災リーダーや女性役員・管理職を育成する
ための研修等への支援
②女性デジタル人材や女性起業家を育成するための
セミナー、ネットワークづくり等のマッチング支援
や伴走型支援
③様々な課題・困難を抱える女性に寄り添った相談
支援、男性相談事業等への支援

年明け１月頃に地方公共団体宛てに
次年度事業の募集に係る事務連絡を
発出し、説明会を実施。
３月中下旬の内示を経て、４月上旬
までに交付決定を行う予定。

特定地域づくり事業推進交
付金
【総務省】

地域人口の急減に直面している地域
において、農林水産業、商工業等の
地域産業の担い手を確保する必要が
あるが、特定地域づくり事業協同組
合が域内外の若者等を雇用し、就業
の機会を提供すること等により、地
域づくり人材を育成するとともに地
域社会の維持・地域経済の活性化を
図る。

・組合運営費の1/2の範囲内で公費支援（国1/2、市
町村1/2）
・対象経費は、「派遣職員人件費」及び「事務局運
営費」
・制度の健全な運用を確保するための仕組み
①複数の事業者への職員派遣

派遣職員の一の事業者での労働時間は総労働時間
の８割以内

※８割超となる派遣職員の人件費は全額が交付金の
対象外

②労働需要に応じた職員の確保

派遣職員の稼働率が８割未満の場合は上限額を稼
働率に応じて漸減

毎月月初めに交付決定

地域活性化雇用創造プロ
ジェクト（補助金）
【厚生労働省】

地域雇用の課題に対して、国や都道
府県の施策との連携を図りつつ、魅
力ある雇用機会の確保や企業ニーズ
にあった人材育成、就職促進等の地
域の課題に対応するための都道府県
の取組を支援することにより、地域
における良質な雇用の実現を図る。

○ 都道府県が、地域雇用の現状や課題、地域の関係
者の意見等を踏まえ、テーマを任意に設定し事業を
企画、地域の関係者による協議会の了承を得て応募
○ 第三者委員会による審査を経て事業効果が高い都
道府県の企画提案を採択
○ 都道府県は採択された企画提案に基づき事業を実
施

年末頃に都道府県宛てに次年度事業
の募集に係る通知を発出し、２月～
３月上旬頃に第三者委員会による審
査を経て、３月末に審査結果を通知
する流れを予定。
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（参考）本取組において主に活用可能な助成金一覧①【申請主体：事業主】

趣旨 概要 今後のスケジュール

人材確保等支援助成金（雇用
管理制度・雇用環境整備助成
コース）
【厚生労働省】

人材を確保するためには、「魅力
ある職場」を創出し、従業員の職
場定着等を高めることが必要であ
るため、雇用管理改善等に取り組
む事業主への助成を通じて、職場
定着等を促進し、人材の確保を図
る。

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等
（賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、
職場活性化制度、健康づくり制度）の導入や雇用
環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等
の導入）により、離職率低下を実現した事業主に
対して助成

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

人材確保等支援助成金（テレ
ワークコース）
【厚生労働省】

適切な労務管理下におけるテレ
ワークを制度として導入・実施す
ることにより、労働者の人材確保
や雇用管理改善等の観点から効果
をあげた中小企業事業主を支援。

テレワーク勤務に関する制度を導入・拡充し、労
働者がテレワークを実施しやすい職場風土作りの
取り組みを行い、所定のテレワーク実績を満たし
た事業主に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

働き方改革推進支援助成金
【厚生労働省】

労働時間の削減や年次有給休暇の取
得促進等に取り組む中小企業事業
主・小規模事業者を支援する。

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り
組む中小企業事業主・小規模事業者が、外部専門家
のコンサルティング、労働能率の増進に資する設
備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助
成

中小企業事業主等からの申請に応じて、
各都道府県労働局において随時受付、
審査
※年度ごとに申請書類の提出締切あり

業務改善助成金
【厚生労働省】

中小企業・小規模事業者が賃上げし
やすい環境整備を図るため、生産性
向上を支援する。

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30
円以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資等を
行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一
部を助成

現在（9/11時点）第２期募集中で、申請
事業場に適用される地域別最低賃金改定
日の前日までが申請期限となっている。

※各助成金のお問合せ・申請先はお近くの都道府県労働局またはハローワークになります。
詳しくは下記HPを御覧ください。
助成金のお問い合わせ先・申請先｜厚生労働省
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（参考）本取組において主に活用可能な助成金一覧②【申請主体：事業主】

※各助成金のお問合せ・申請先はお近くの都道府県労働局またはハローワークになります。
詳しくは下記HPを御覧ください。
助成金のお問い合わせ先・申請先｜厚生労働省

趣旨 概要 今後のスケジュール

両立支援等助成金
（出生時両立支援コース）

【厚生労働省】

育児休業を取得しやすい雇用環境整
備などを行い、男性労働者に育児休
業を取得させ、男性の育児休業取得
率を上昇させるなどした中小企業事
業主を支援。

①育児休業を取得しやすい環境整備の措置を複数
講じるなどした上で（※）、男性労働者が子の出
生後８週間以内に開始する一定日数以上の育児休
業を取得した事業主に支給
②上記※を満たし、男性育休取得率が30ポイント
以上上昇し、50％以上となった事業主等に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

両立支援等助成金
（育児休業等支援コース）

【厚生労働省】

円滑な育児休業の取得・職場復帰に
取り組み、労働者が育児休業を取得
した中小企業事業主を支援。

事業主が「育休復帰支援プラン」を策定するなど
し、同プランに基づき育休取得者・育児休業から
の復帰者が出た場合に、事業主に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

両立支援等助成金
（育休中等業務代替支援コー
ス）

【厚生労働省】

育児休業や短時間勤務期間中の業務
を代替する周囲の労働者への手当支
給等や、代替要員を新規雇用した中
小企業事業主を支援。

代替業務の見直し・効率化の取組を実施した上で、
育休取得者や短時間勤務者の業務を代替する労働
者に手当を支給したり、代替要員を新規雇用する
などした事業主に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・

審査

両立支援等助成金
（柔軟な働き方選択制度等支
援コース）

【厚生労働省】

育児期の柔軟な働き方に関する制度
を複数導入し、対象労働者が制度を
利用した中小企業事業主を支援。

事業主が「育児に係る柔軟な働き方支援プラン」
を策定するなどし、同プランに基づき子が３歳以
降小学校就学前までの労働者について柔軟な働き
方を可能とする制度を複数導入し、一定の制度利
用者が出た場合に、事業主に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・

審査
※令和６年育児・介護休業法等改正法
の施行（令和７（2025）年10月１日）
に伴う所要の見直しを行う予定。

両立支援等助成金
（介護離職防止支援コース）

【厚生労働省】

円滑な介護休業の取得・職場復帰に
取り組み、労働者が介護休業や介護
両立支援制度を取得・利用した中小
企業事業主を支援。

事業主が「介護支援プラン」を策定するなどし、
同プランに基づき介護休業等の利用・復帰者が出
た場合や、介護休業取得者や短時間勤務者の業務
を代替する体制整備を行った場合などに、事業主
に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査
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（参考）本取組において主に活用可能な助成金一覧③【申請主体：事業主】

趣旨 概要 今後のスケジュール

キャリアアップ助成金
 (正社員化コース)
【厚生労働省】

非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、正社員
転換の取組を実施した事業主を支援。

非正規雇用労働者を正社員転換した事業主に支給 事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

キャリアアップ助成金
 (賃金規定等改定コース)
【厚生労働省】

非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、非正規
雇用労働者の基本給の増額改定を実
施した事業主を支援。

非正規雇用労働者の基本給を定める賃金規定を
３％以上増額改定し、その規定を適用した事業主
に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

キャリアアップ助成金
(賃金規定等共通化コース)

【厚生労働省】

非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、非正規
雇用労働者と正規雇用労働者の賃金
規定等の共通化を実施した事業主を
支援。

非正規雇用労働者と正規雇用労働者との共通の賃
金規定等を新たに規定・適用した事業主に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

キャリアアップ助成金
(賞与・退職金制度コース)

【厚生労働省】

非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、非正規
雇用労働者を対象とした賞与・退職
金制度を導入・実施した事業主を支
援。

非正規雇用労働者を対象に賞与・退職金制度を導
入し、支給または積立を実施した事業主に支給

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

キャリアアップ助成金
(社会保険適用時処遇改善

コース)
【厚生労働省】

非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、労働者
に新たに被用者保険を適用し、労働
時間の延長や賃上げ等により労働者
の収入を増加させた事業主を支援。

短時間労働者に、以下のいずれかの取組を行った
事業主に支給。

①新たに社会保険の被保険者となった際に、手当
支給・賃上げ・労働時間延長を行った場合 ②労
働時間を延長して新たに社会保険の被保険者とし
た場合

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査
※本コースは令和７年度末にて終了予定。

キャリアアップ助成金
(短時間労働者労働時間延長

支援コース)

【厚生労働省】

非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、労働者
に新たに被用者保険を適用し、労働
時間の延長や賃上げにより労働者の
収入を増加させた事業主を支援。

短時間労働者に、以下のいずれかの取組を行った
事業主に支給。
①新たに社会保険の被保険者となった際に、労働
時間延長・賃上げを行った場合 ②労働時間を延

長して新たに社会保険の被保険者とした場合

事業主からの申請に応じて随時受付・
審査

※各助成金のお問合せ・申請先はお近くの都道府県労働局またはハローワークになります。
詳しくは下記HPを御覧ください。
助成金のお問い合わせ先・申請先｜厚生労働省
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都道府県労働局との連携の一例

取組事項 労働局との連携例（提案段階のものを含む。）

調査・ヒアリン
グ

・先行企業モデルの選定に当たり、労働局への相談、コンサルティング履歴等から、現状課
題が多いが前向きに取り組む意思がある企業に関する情報を提供

・域内企業の女性活躍推進状況情報を取りまとめて提供

好事例展開
・働き方改革につながる取組を進めていると思料される優良事例企業一覧を提供
・くるみん、えるぼし、ユースエール等認定企業一覧を提供

協議体制・
共同宣言

・労働局の働き方・職場改革支援班によるきめ細かな支援
・自治体と労働局の施策等を共有してより効果的な連携を模索すべく、定期的に協議を開催
（テーマはジェンダーギャップ対策等）

セミナー・
ワークショップ

・労働局が実施するWLB推進ワークショップに自治体が参加
・自治体主催のワークイノベーション推進会議に、労働局とハローワークが参加
・集客力の高い改正法の説明会との共催

フォーラム・
シンポジウム

・人口減少・人材確保に向けた産官学連携懇話会に労働局が委員として参画

補助金 ・補助金支給対象となる企業内プロジェクト選抜会の審査員として労働局が参画

その他
・働きやすい職場環境づくり等に取り組む企業の新たな認定制度について検討する部会に、
   労働局がオブザーバー参加
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施行期日
公布の日から起算して１年６月以内で政令で定める日 （ただし、１③及び２②から④までは公布日、２①及び⑥並びに３は令和８年４月１日）

１．ハラスメント対策の強化【労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法】
① カスタマーハラスメント（※）を防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すとともに、カスタマー
ハラスメントに起因する問題に関する国、事業主、労働者及び顧客等の責務を明確化する。
※ 職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その他の当該事業主の行う事業に関係を有する者の言動であって、その雇用する労働者が
従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより当該労働者の就業環境を害すること

② 求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すとともに、
求職者等に対するセクシュアルハラスメントに起因する問題に関する国、事業主及び労働者の責務を明確化する。

③ 職場におけるハラスメントを行ってはならないことについて国民の規範意識を醸成するために、啓発活動を行う国の責務を定める。

２．女性活躍の推進【女性活躍推進法】
① 男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数が101人以上の一般事業主及び特定事業主に義務付ける。
② 女性活躍推進法の有効期限（令和８年３月31日まで）を令和18年３月31日まで、10年間延長する。
③ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に配慮して行われるべき旨を、基本原則において明確化する。
④ 政府が策定する女性活躍の推進に関する基本方針の記載事項の一つに、ハラスメント対策を位置付ける。
⑤ 女性活躍の推進に関する取組が特に優良な事業主に対する特例認定制度（プラチナえるぼし）の認定要件に、求職者等に対するセク
シュアルハラスメント防止に係る措置の内容を公表していることを追加する。

⑥ 特定事業主行動計画に係る手続の効率化を図る。

３．治療と仕事の両立支援の推進【労働施策総合推進法】
○ 事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措置を講じる努力義務を課すとともに、当該措置の適切・有効
な実施を図るための指針の根拠規定を整備する。

等

改正の概要

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等
の一部を改正する法律の概要（令和７年法律第63号、令和７年６月11日公布）

改正の趣旨
多様な労働者が活躍できる就業環境の整備を図るため、ハラスメント対策の強化、女性活躍推進法の有効期限の延長を含む女性活躍の

推進、治療と仕事の両立支援の推進等の措置を講ずる。
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見直し内容

① 女性の職業生活における活躍に関する情報公表の強化
男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数が101人以上の一般事業主（民間企業
等）及び特定事業主（国・地方公共団体）に義務付ける。

※１ 労働者の数が301人以上の一般事業主及び全ての特定事業主は、男女間賃金差異に加えて、①「職業生活に関する機会の提供に関する実績」（採用
者に占める女性の割合、管理職等に占める女性の割合 等）から１項目以上、②「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備の実績」（男女の
平均勤続年数の差異、残業時間の状況 等）から１項目以上の、計２項目以上を公表することとされている。

※２ 労働者の数が101人以上300人以下の一般事業主は、①及び②の全体から１項目以上を公表することとされている。

② 女性活躍推進法の有効期限の延長
女性活躍推進法の有効期限（令和８年３月31日まで）を令和18年３月31日まで、10年間延長する。

・ 我が国における男女間賃金差異は長期的に縮小傾向にあるが、国際的に見れば依然として差異が大きい状況にある。
・ 男女間賃金差異の大きな要因の１つとされる管理職に占める女性の割合についても、長期的には上昇傾向にあるが、依然として
低い水準に留まっている。

⇒ 女性活躍推進法の期限を10年間延長した上で、以下の見直しを行い、女性活躍の更なる推進を図る。

企業等規模 見直し前 見直し後

301人以上 男女間賃金差異に加えて、２項目以上 を公表 ※1
男女間賃金差異及び女性管理職比率に加えて、２項目以上を公
表

101人～300人 １項目以上を公表 ※2
男女間賃金差異及び女性管理職比率に加えて、１項目以上を公
表

改正の趣旨

【一般事業主の見直し前後の比較】

施行日：公布の日（令和7年6月11日）

施行日：令和８年４月１日

女性活躍の推進 【女性活躍推進法】
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③ 女性労働者に対する職業生活に
関する機会の提供

・採用した労働者に占める女性労働者の割合(区)
・男女別の採用における競争倍率(区)
・労働者に占める女性労働者の割合(区)(派)
・係長級にある者に占める女性労働者の割合
・役員に占める女性の割合
・男女別の職種又は雇用形態の転換実績(区)(派)
・男女別の再雇用又は中途採用の実績

④ 職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備

・男女の平均継続勤務年数の差異
・10事業年度前及びその前後の事業年度に
採用された労働者の男女別の継続雇用割合

・男女別の育児休業取得率(区)
・労働者の一月当たりの平均残業時間
・雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの
平均残業時間(区) (派)

・有給休暇取得率
・雇用管理区分ごとの有給休暇取得率(区)

（注）
①「(区)」の表示のある項目については、雇用管理区分ごとに公表を行うことが必要。
②「(派)」の表示のある項目については、労働者派遣の役務の提供を受ける場合には、派遣労働者を含めて公表を行うことが必要。
③「男女の賃金の差異」については、全労働者、正規雇用労働者、パート・有期雇用労働者の区分で公表を行うことが必要。

＊上記に加えて、「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に資する社内制度の概要」、「労働者の職業生活と家庭生活
の両立に資する社内制度の概要」を任意で公表することも可能。

○令和８年４月１日以降、
・常時雇用する労働者数が301人以上の事業主については、①男女の賃金の差異及び②管理職に占める女性労働者の割合に加え、

「③ 女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」 のうちから１項目以上
「④ 職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境整備」のうちから１項目以上 計４項目以上を公表することが必要。

・常時雇用する労働者数が101人以上の事業主については、①男女の賃金の差異及び②管理職に占める女性労働者の割合に加え、
「③女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」又は「④職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境整備」
のうちから１項目以上 計３項目以上を公表することが必要。

女性活躍推進法に基づく情報公表（令和8年4月1日～）

①男女の賃金の差異 ②管理職に占める女性労働者の割合
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見直し内容

③ 女性の健康課題
女性の職業生活における活躍の推進は、女性の健康上の特性に配慮して行われるべき旨を、基本原則において明確化
する。

④ 女性活躍推進に関する基本方針へのハラスメント対策の位置付け
政府が策定する女性活躍の推進に関する基本方針の記載事項の一つに、ハラスメント対策を位置付ける。

⑤ プラチナえるぼし認定の要件の見直し
女性活躍の推進に関する取組が特に優良な事業主に対する特例認定制度（プラチナえるぼし）の認定要件に、

     事業主が講じている求職者等に対するセクシュアルハラスメント防止に係る措置の内容を公表していることを追加する。

⑥ 特定事業主行動計画に係る手続の効率化
特定事業主（国・地方公共団体）の行動計画に係る手続の効率化を図り、取組の実効性を確保する。

施行日：公布の日（令和7年6月11日）

施行日：公布の日（令和7年6月11日）

施行日：公布日（R7.6.11)から1年6月以内の政令で定める日

女性活躍の推進 【女性活躍推進法】
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若者・女性に選ばれる地域づくりに向けて

地域の変革に必要な5つのステップ

株式会社Will Lab代表取締役
小安 美和



はじめに～こんな悩みはありませんか～

【よくある課題】

・「事業ありき」で始まる → 思いがない、継続性がない

・「交付金ありき」で始まる  → 地域の実態（課題）に合わない

・「庁内縦割り」で進める → 効果が限定的

（参考）変革の成功事例の共通点

✓ トップのコミットメント

✓ データに基づく現状把握

✓ ビジョンの策定、中長期の計画策定と目標設定

✓ ステークホルダーの巻き込み

✓ 推進体制、モニタリング体制



若者・女性の流出が止まらない――その課題に真正面から向き合った兵庫県
豊岡市。市長の気づきから始まった「ジェンダーギャップ解消戦略」は、職場・地
域・家庭・学校など、まちぐるみの改革へと進化しました。本書は、政策立案から
実行までのプロセスを、実際に豊岡とともに歩んだ7人の実践的ドキュメントで
す。根深い性別役割意識や制度の壁にどう挑み、どのように共感と当事者意識
を広げていったのか。自治体改革や人材戦略のヒントが詰まった一冊。

【目次】
オリエンテーション 問題提起――女性が「地方を離れる」決断をする時 
第１章 行政経営戦略――なぜ、ジェンダーギャップ解消が必須なのか 
第２章 戦略の策定――「魅力ある企業」が増えれば、「地方暮らし」も楽しい
第３章 変化の予兆――まずは「職員たちの働き方」から
第４章 戦略の実践――「まちの将来像」を地域で考える
第５章 地域との対話――「教育現場」「行政」の連携で価値観を変える
第６章 創生の処方箋――「地域の変革」に必要な５つの考え方

『若者・女性の流出問題に取り組む７万４０００人が暮らす小さな行政の組織改革 』
～官民が手を取り合い、意識改革に取り組む知られざる豊岡市の変革の物語。～



地域の変革に必要な5つのステップ
～『若者・女性の流出問題に取り組む７万４０００人が暮らす小さな行政の組織改革 』 第6章より～

STEP1
• 現状の可視化

STEP2
• 先進事例／先行事例の収集

STEP3
• 当事者意識の醸成

STEP4
• 持続力とネットワーク構築

STEP5
• 発信戦略



STEP０

WHY?
そもそも
何のためにやるのか

豊岡市のワークイノベーション戦略の事例から

豊岡市のワークイノベーション戦略パンフレットより



STEP１

現状の可視化
定量・定性データで課題を捉える
・地域の男女賃金格差

・事業所の現状把握

女性管理職比率

育休取得状況（男女ともに）

人事・評価制度の有無

・経営者の声

・若者・女性の声
豊岡市のワークイノベーション戦略パンフレットより



STEP２

先進事例・先行事例
の収集

先進事例を視察し、まねをするのでなく、
ナレッジを抽出し、地域の実情に合わせ
た政策、施策立案を

気仙沼市

豊岡市を視察後、自地域の課題にあわせて

地域の経営者とともにワークショップを開催

マネをしない、
ナレッジを抽出し持ち帰る



STEP３

当事者意識の醸成
Will を引き出し、共感を育む
地域の事業所や市民を巻き込む

誰を巻き込むか？

豊岡市のワークイノベーション戦略パンフレットより



【事例）豊岡市 ワークイノベーション推進会議 ブリッジメンバー（若手経営者・従業員）が牽引

～若手リーダーの自発的な活動を支援～

豊岡市サイトより



STEP４

持続力と
ネットワーク構築

行政職場から率先垂範
SMARTな目標設定/推進体制構築

豊岡市のキャリアデザインアクションプランパンフレットより



【ポイント】目標設定はSMART※に

※Specific, Measurable, Achievable, Relevant, Time-bound

例：「若者・女性に選ばれている状態」

【就業・キャリアの観点】
Specific：女性管理職比率
Measurable：%で測定
Achievable：現状＋上昇率
Relevant：若者・女性に魅力ある職場づくり
Time-bound：年度末

 例：「2030年度までに、女性管理職比率を25％に引き上げる」

【参画・声の反映の観点】
Specific：政策形成への女性・若者参画率
Measurable：協議会等での割合
Achievable：段階的目標
Relevant：選ばれるまちの意思決定
Time-bound：3年以内

 例：「2028年度までに、市の主要協議会で若者・女性委員比率を40％以上にする」



【ポイント】取り組みを推進するための体制構築

★留意点

①地域のキーマンを巻き込む

②市民を巻き込む

③多様なメンバーで構成する

性別、年齢、セクター、地域…特に男女は50：50に

豊岡市 資料より

●推進体制のあり方の例

➢ 専門部署設置
➢ 庁内横断プロジェクトチーム
➢ 経営者会議
➢ 市民会議

【取り組み事例】兵庫県豊岡市

①専門部署の設置

②経営者による推進会議設置

③ジェンダーギャップ解消庁内推進委員会設置

市役所内に庁内委員を任命

各部署における関連施策の推進を行う

④ジェンダーギャップ解消戦略会議設置

市民委員を任命

取り組みへの意見、モニタリングを行う



STEP５

発信戦略
メディアと連携する

山陽新聞「たいようプロジェクト」



番外編

外部人材の巻き込み
信頼とコミュニケーション

➢対等な関係性

➢民間ビジネスのメカニズム

➢円滑なコミュニケーション



（参考）ジョン・P・コッター「変革の8段階のプロセス」

１．危機感を高める

２．変革推進チームを結成する

３．ビジョンを策定する

４．ビジョンを伝達する

５．従業員に行動を促す

６．短期的成果を上げる

７．改善成果を定着させ、更なる変革を推進する

８．新しいアプローチを定着させる



自治体間の意見交換：グループ分け

【グループＡ】

岩手県、秋田県、宮城県、埼玉県、新潟県、山梨県、富山県、福井県

【グループＢ】

滋賀県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、愛媛県、福岡県、佐賀県、

長崎県、熊本県

【グループＣ】

函館市、浜松市、大垣市、焼津市、呉市、福山市、下関市、北九州市、長崎市、

佐世保市、宮崎市

【グループＤ】

久慈市、能代市、気仙沼市、足利市、佐野市、矢板市、秩父市、桐生市、

見附市、妙高市、佐渡市、みよし市、南知多町

【グループＥ】

藤枝市、菊川市、加賀市、南砺市、勝山市、豊岡市、洲本市、門真市、境港市、

雲南市、唐津市、武雄市、志布志市
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自治体間の意見交換：テーマ

１．庁内（・外）でどのような体制を構築し、取組を進めているか。

体制構築に当たっての具体的な課題や工夫例は何か。

（例）首長のもとに部署横断的なプロジェクトチームを設置。

特定の部署が担当しているが、他部署をうまく巻き込めていない。

横断的な体制を構築するために、データを示して庁内幹部や他部署と課題認識
を共有。

２．課題分析に当たっての課題や工夫例。

（例）既存の取組（事業）との関係をどのように整理すれば良いか悩んでいる

予算や人員のリソースが不十分

データを用いた分析に当たり域内の大学と連携している

他の自治体の例を踏まえてデータ（豊岡市の若者回復率(*)など）を算出したとこ
ろ課題が顕在化した 等

(*) 20歳代転入超過数の10歳代転出超過数に対する割合
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